
株式会社ジャパンファーム行動計画（次世代法）

社員がその能力を発揮し、仕事と生活の調和を図り働きやすい雇用環境整備を行うため

次のように行動計画を策定する。

1．計画期間令和8年4月1日～令和13年3月31日までの5年間

2．内容

目標1：男性の育児休業取得を促進するための措置の実施。

育児休業取得率男性40%以上女性100%の水準にする
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社員の具体的なニーズ調査、情報収集、

育児休業に関する制度・規程を社内掲示板に掲載。周知を図る

取得者との意見交換、制度の見直しや改善等の調査

目標2：年次有給休暇取得の促進

全社員の年次有給休暇平均取得日数10日以上とする。

＜対策＞

●令和8年4月～ 部門ごとの取得率のモニタリング、問題点の抽出

●令和9年4月～業務呈の見直し、モニタリング結果の共有

●令和11年4月～ 部署ごとにおける問題点の検討、意見集約

取得率の低い従業員への声掛け、計画的有休取得の検討

目標3：育児休業等、休業給付、労基法に基づく産前産後休業等の諸制度の周知
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社内報・イントラネットを活用した周知、相談窓□の周知

対象者に対して面談、制度内容を個別周知

事例紹介、社内報を活用した体験談の共有

目標4：若年層に対するインターンシップ等の機会提供、雇用管理の改善
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受け入れフローの見直し、標準化

大学・高校・専門学校・中学校との連携

参加者へのフォローアップ、アンケート実施、改善




